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上川陽子法務大臣を囲んで。左から 小川晃司（編集長＝聞き手）、斎藤義房（広報
委員長）、村越進理事長、谷眞人幹事長

「法の支配の貫徹」と、「誰一人取り残さない」社会の実現を
目指す決意は、過去法務大臣を務めたときと変わらず、同じ思
いです。ただ、３回目だから分かっているとか、これは以前に
も聞いたなどと思ってしまうと、慢心につながり、見るべきも
のが見えなくなってしまうので、フレッシュな気持ちで一つ一
つの事柄にまっすぐに向き合うことをかなり意識しています。
私は、５万4000人の法務省職員とワンチームとなって取組

を進める姿勢を大事にしています。「やるべきことをしっかり
やっていく姿勢を示し、そして成果を得る」という意識を、全
ての職員が共有することが重要であり、それが、国民の皆様か
らの法務行政に対する信頼につながると考えています。

まずは、新型コロナウイルス対策です。法務省では、これ
までも、基本的対処方針を作成するなど対策を実施してきてい
ますが、秋冬のインフルエンザとの同時流行をも想定し、危機
管理の意識をもって徹底した対策を講じる必要があると考えて
います。また、コロナ禍で帰国が困難となり、かつ、生活に困
難を抱える在留外国人への支援、コロナに関連した差別・偏見
の解消に向けた取組、密を避けるため法務省の職場におけるテ
レワーク等の「新たな日常」としての定着などの施策を行って
いきたいと考えています。
外国人は日本の社会の生活者であるとの視点をもって、新

たな在留資格の創設などにより新しい局面に入った外国人の受
け入れに対応し、多文化共生社会に向けて力を注いでまいりま
す。また、性犯罪・性暴力、不当な差別・偏見、児童虐待など
により、その人権が傷つけられた方々や、無戸籍者の方々、両
親が離婚された子供たちなど、様々な困難を抱える方々への取
組を推進していきたいと考えています。
法務行政の国際化、デジタル化も大きなテーマです。国際

化については、我が国のソフトパワーとしての法制度を積極的
に発信したいと考えています。2021年３月にはわが国で開催
される国連犯罪防止刑事司法会議（京都コングレス）も控えて
います。京都コングレスでは、官・民の結束により長く続いて

法の支配の実践、人権擁護と社会正義の実現において、法
曹の役割は、以前にも増してより大きくなってきています。
先日、外国人の在留を支援する国の機関を集約させた拠点

として設けられた外国人在留センター（FRESC／フレスク）
を見てまいりました。多文化共生社会の実現に向け、外国人に
対して各地域の実情に応じた支援を提供するに当たっては、各
地域の弁護士会や法テラスが果たす役割は極めて重要であると
考えています。今後、弁護士会と法テラスのより一層の連携を
進めていただき、外国人に対して、適切な支援がなされるよう
取り組んでいただきたいと考えております。司法のグローバル
化の観点からは、国内だけではなく、国際的にも通用する法曹
人材の育成が一層必要となると考えておりますので、そのよう
な人材の育成により積極的に取り組んでいただきたいと考えて
おります。京都コングレスでは、ユースフォーラムも開催され、
そこでは、法教育についても議論が行われる予定です。若者た
ちに対して、法の支配の理念の重要性等を伝える上で、法教育
の果たす役割も大きくなると考えており、弁護士会や弁護士の
方々には、様々な機会に講師役を務めていただくなど、積極的
に法教育に携わっていただければと考えております。
法務省としては、今後も、弁護士の皆様と引き続き連携・

協力してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いい
たします。

きたわが国の保護司制度について、現行の英語訳（Probation 
Officer）では充分に理解されにくい、「HOGOSHI」というシ
ステムとしての制度の背景や活動の実態を積極的に発信するこ
となどを考えています。デジタル化の推進に関しては、ウィズ
コロナ、アフターコロナの時代を見据えるこの機会こそがイノ
ベーションのチャンスと考えています。従来の考えややり方に
捕らわれない発想を持って取り組んでまいります。
そして、観光先進国にふさわしい出入国管理の実現や、わ

が国の領土・領海・領空の警戒警備についても、しっかりと取
り組んでいきたいと考えています。

ワンチームで「法の支配の貫徹」と
「誰一人取り残さない」社会を目指す

インタビュー 上川陽子法務大臣に聞く

法務大臣室にて

ご就任おめでとうございます。従来のご経験を踏まえ、今内閣
における法務大臣としての意気込みをお聞かせください。

今回の入閣で重点的に取り組みたい課題は何でしょうか？

弁護士や弁護士会へメッセージをお願いします。

発行／ 2021年 1 月 8 日　発行者／日本弁護士政治連盟
〒100‒0013東京都千代田区霞が関1-1-3
弁護士会館15階　TEL 03-3580-9975

www.benseiren.jp

JAN
2021

2021年1月

No.62
政治を動かす・未来を動かす



2
benseiren  news　No.62　2021年1月

懇談会報告

政党懇談会
2020年11月、自由民主党、公明党、立憲民主党および日本共産党との懇談会を行いました。新型コロナウイルス感染防止のため
春の開催を中止した2020年において、今回が各党との初の懇談となりました。（幹事長　谷 眞人）

自由民主党（2020年11月17日）
2020年11月17日、自由民主党との懇談会が開催された。自民党から、元榮太一郎 財務大臣政務官、三谷英弘 文科大臣政

務官、並びに 森英介 党司法制度調査会長、河村建夫 地方創生実行統合本部長、柴山昌彦 幹事長代理、奥野信亮 法務部会長 

をはじめ22名の国会議員が出席された。日弁連・弁政連からは、荒 中 会長、村越進 理事長 をはじめ弁護士30名が出席した。

日弁連から、「新型コロナウイルス感染症に関連する諸課題」「外国

人相談に弁護士が関与する取組」に関する日弁連・弁護士会の取組の

現状について説明がなされた。自民党からは、日弁連の新役員への激

励とともに、次年度民事法律扶助予算の見通し、民事司法改革推進議

員連盟や新たに結成された「入管行政支援議員連盟」の活動内容の紹

介等があり、喫緊の課題としてコロナ禍のもとで生じている差別や貧

困女性の自殺率の急増への対策に取り組んでいるとの報告があった。

立憲民主党（11月12日）
2020年11月12日、立憲民主党との懇談会が開催された。立憲民主党から、小川敏夫 参議院副議長、並びに 枝野幸男 党代

表、平野博文 代表代行、福山哲郎 幹事長、泉健太 政務調査会長、真山勇一 法務部会長 をはじめ17名の国会議員が出席さ

れた。日弁連・弁政連からは、荒会長、村越理事長 をはじめ弁護士27名が出席した。

日弁連から、「新型コロナウイルス感染症に関連する諸課題」「外国

人相談に弁護士が関与する取組」に関する日弁連・弁護士会の取組の

現状について説明がなされた。立憲民主党からは、感染症問題も在留

外国人問題も政権が謳う「自助」によっては解決できない分野であり、

弁護士の支えも得て公助の強化を求めていきたい、今後、感染症の拡

大が多くの国民生活にさらなる打撃を与えかねず、困窮する人々を支

援できるよう弁護士の力を借りたい、等の発言があった。

公明党（11月10日）
2020年11月10日、公明党との懇談会が開催された。公明党から、山口那津男 代表、北側一雄 副代表、石井啓一 幹事長、

竹内譲 政務調査会長、大口善徳 法務部会長、山本香苗 参議院法務委員長 をはじめ14名の国会議員が出席された。日弁連・

弁政連からは、荒会長、村越理事長 をはじめ弁護士28名が出席した。

日弁連から「新型コロナウイルス感染症に関連する諸課題」「外国

人相談に弁護士が関与する取組」の現状について説明がなされた。公

明党からは、弁護士・弁護士会によるコロナ関連の法律相談や事業支

援への取組に対する敬意と謝意が表明され、感染症関連の差別・偏見・

プライバシー侵害問題に関する同党の取組が紹介された。また、外国

人の司法アクセス改善問題を含め日弁連と問題意識を共にしており今

後も連携を密にしつつ施策を推進していきたい旨の発言があった。
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懇談会資料

当日の説明資料は、弁政連のサイト（http://www.benseiren.jp/）「活動日誌」から御覧いただけます。

日本共産党（11月26日）
2020年11月26日、日本共産党との懇談会が開催された。共産党から、志位和夫 委員長、小池晃 書記局長 をはじめ 8名の

国会議員が出席された。日弁連・弁政連からは、荒会長、村越理事長 をはじめ弁護士27名が出席した。

日弁連から、「新型コロナウイルス感染症に関連する諸課題」「外国人相談に弁護士が関与する取組」に関する日弁連・弁

護士会の取組の現状について説明がなされた。共産党からは、コロナ

禍における生活・事業支援や差別問題等について、東日本大震災時と

同様に暮らしと人権を守る弁護士・弁護士会のきめ細かい取組に敬意

を表する、立法府と有権者をないがしろにする政治が続いているが法

の支配を大事にする政治を取り戻さねばならない、日本の民主主義、

法の支配を守るために弁護士会のお力添えをお願いしたい、等の発言

があった。
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コロナの影響で裁判所機能が大幅に後退しました。災害に強い司法制度づくりも喫緊の課題です。（さいとう）
本年がCOVID-19からの回復となる明るい年になりますように。（おがわ）
コロナの影響を受ける事業者・生活者のために、弁護士の役割が問われる年になると思います。（いとう）
コロナ問題は前向きな変化のきっかけにしないといけない気がしています。本年もよろしく。（いしい）
コロナ対策の国ごとの違いを目の当たりにし、政治の重要性を改めて感じています。（こだいら）
2021年が、コロナ以外の話題で耳目を集められる年となりますように。（あんどう）

編集後記

弁政連が推薦し当選された議員の抱負
衆議院議員（東京都選挙区）繰上補充 (2020年11月4日)

敬称略

松尾 明弘
立憲民主党
比例東京
弁護士としての経験を生かし、社会
正義実現に向けて頑張ります。

本部・支部人事（ ）内は前任者
2020年10月21日・12月18日付
副理事長　森川 　仁
常務理事　山川 良知（大砂 裕幸）
理　　事　菊地 裕太郎
　　　　　今川 　忠（畑 　守人）

幹 事 長　山川 良知（大砂 裕幸）
大阪支部　2020年11月 2日付

支 部 長　千野 博之
大分県支部　11月13日付（辞任）

川合善明 川越市長とのオンライン交流会
2020年11月19日、川越市の川合善明市長とのオンライン交流会が、Zoomを利用して開催されました。
弁政連からは、三宅弘副理事長（企画委員長）、伊藤茂昭副理事長、冨田秀実東京弁護士会会長をはじめ、
企画委員会の若手弁護士ら20名が参加しました。
川合市長は、2009年、2013年、2017年に川越市長選挙に当選され、今期で 3期目となります。弁護士（修
習31期）である川合市長は、2005年度には、東京弁護士会の副会長を務められました。
交流会では、川合市長より、①選挙に関する事項（経緯や苦労話など）、②市長としての活動内容、川
越市の取組や課題、③市と県・国との関係や役割、④新型コロナウイルス感染症に関する取組、⑤弁護士
として市政に携わることの意義・魅力、⑥若手弁護士等へのメッセージという各テーマにつき、密度の濃
いお話をしていただきました。
多岐にわたる市長としての活動内容、議会対応の難しさ、待機児童対策、防災、街づくり等に関する取
組、財政上の課題、縦割行政に関する問題、コロナ対策に関する工夫など、多数の具体的な話に引き込ま
れる、あっという間のひとときでした。
弁護士法 1条の高い志を持っている弁護士は、公平、公正、清潔な行政に取組むことにも向いていると
いう言葉が心に残りました。
住民福祉の観点から、形あるものを作り出す面白みがあるといった行政の仕事の魅力も語っていただ
き、複数の意見交換もなされ、大変貴重な会となりました。 （企画委員会副委員長　金ヶ崎 絵美）


